


Ⅲ.申請事業

入力数 289 字

入力数 135 字

Ⅳ.実行団体の募集

Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

(1)申請事業の概要

被災地内のカウンターパートと連携し、オンラインや電話を使った被災者への寄り添いやコミュニティケアをするというような新しいアイデアによる活 2020年8月～2021年6月

全ての活動を通じた有償人材育成計画の実施 2020年8月～2021年6月

2事業実施する。一つは複合災害により分散避難が求められるが、在宅避難の場合の備えへの啓発活動や、知人友人等身を寄せられる人の繋がりを作る活動を行う事業。もう一つはコロナ禍により

被災者への息の長い寄り添いやコミュニティケア、次世代支援者育成の停滞が懸念されるため、被災地にある団体をカウンターパートとして連携し被災者のオンライン環境整備などを整え、オンラ

インや電話を使って被災者に寄り添ったり、コミュニティケアを行う等被災地内外を結ぶ新しいアイデアを実現する事業。さらに両方の助成枠で、実行団体は次世代人材有償インターンを実施し人

材を育成する。この2事業を実行する団体を募集する。

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期

ローリングストックなど在宅避難時に必要な備えへの啓発活動 2020年8月～2021年6月

地縁組織と連携するなどして地域内での人の繋がりを生む活動 2020年8月～2021年6月

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期

1）被災地支援に関するスーパーバイザーとして(特活）CODEの理事もしくは職員に依頼し、当基金職員とともに、月1回事業実施状況の確認および実

施に関する助言を行う。

２）「評価指針」に基づいて伴走開始時に「事前評価シート」を実行団体が記入し、当基金職員とスーパーバイザーによるケースカンファレンス時に

確認し必要があれば実行団体にフィードバックを行う。

３）「評価指針」に基づいて作成された「事後評価シート」を資金分配団体と実行団体それぞれで記入し、当基金職員とスーパーバイザーによるケー

スカンファレンス時に確認し必要があれば実行団体にフィードバック。また他のステークホルダーへの聞き取りを実施し報告書を作成する。

４）事業途中の団体訪問時の報告をブログやメルマガで発信する。

１）毎月

２）2020年8月

３）2021年7月

４）団体訪問時随時

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

8～10人程度の次世代人材が育成される

在宅避難の備えが進み、身を寄せられる人の繋がりが生

まれる。

被災地での孤立が減る。

人材育成計画に即したインターンの人

数

分散避難を啓発するイベント数、啓発

物数

被災地での支援回数

インターンのカウント

イベント数、啓発物配布数のカウン

ト

被災地支援実績回数のカウント

インターン10人育成

イベント参加者のべ200人、配布数1万

枚

被災地支援回数10回×5団体（オンラ

イン含む）

2021年7月

(3)申請数確保に向けた工夫
これまで20年間助成事業を実施してきた支援先データベースにある団体1500団体に告知する。2011年からは被災地支援の特定枠で申請してきた団体も約60団体も含ま

れている。

(4)予定する審査方法

 (審査スケジュール、審査

構成、留意点等）

7月上旬公募開始、7月25日頃締め切り、7月末審査会、8月上旬助成開始

審査員構成：当基金理事 村井雅清（被災地NGO恊働センター、NPO法人CODE）、野崎隆一（神戸まちづくり研究所理事長）、渥美公秀（大阪大学・大学院人間科学研究科教授）、

室﨑益輝（兵庫県立大学大学院減災復興研究科長）

しみん基金・こうべ助成事業審査員 、 、

(1)メンバー構成と各メンバーの役割 事業統括：当基金専務理事瀬戸口仁三郎、事業実施担当：

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態

・被災地の100世帯のQOLが向上した状態になっている。

・育成された10人のインターンが寄り添いなどのスキルを仕事や日常生活の中でも活かしている。

・複合災害への関心が高まり、ローリングストックなどの備えが広まる。またマンション内や近隣地域で人の繋がりが生まれている。

(1)採択予定実行団体数 4～5団体 (２) １実行団体当たり助成金額 200～300万

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む） 有 無
有の場合

その詳細

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）

を受けていない。
無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

(2)他団体との連携体制 NPO法人CODEと連携し、伴走支援や評価事業を行う。

(3)想定されるリスクと管理体制 分散避難推進のため人の繋がりを生むイベントなどの実施時にクラスターが起きるリスク。対策としてイベント実施時のガイドラインを設け順守する。

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無

①コロナウイルス感染症に係る事業

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予

定も含む）
有 無

有の場合

その詳細

しみん基金・こうべ助成事業でコロナ関連事

業も含め助成事業を行う

１）99年から20年間しみん基金・こうべ助成事業を実施。2011年からは被災地支援の特定枠を設けている。詳細はhttp://www.stylebuilt.co.jp/kikin/information/results.html

２）兵庫県遊技業組合と神戸新聞グループが実施しているはぁ～とふるふぁんど事業助成事務を2002年から受託。詳細は http://www.stylebuilt.co.jp/kikin/information/heartful.html

３）3団体共催でチャリティパーティ「寄付がつなげるひと 育てるまちtani matching」でPC上でなく顔の見えるリアルな

クラウドファンディングとしてパーティでプレゼンした団体に助成 詳細はhttp://www stylebuilt co jp/kikin/new/2019/01/tani-matching html



１）2013年から兵庫県立大学の當間教授とともにマネジメント講座（中期計画をつくろう講座）を実施し、5回の座学＋5回の受講団体個別訪問によるコンサルティングの形式で6年実施。

２）99年から3NPOの実行委員会形式で、一般参加者が被災地神戸の復興過程を地域住民や専門家の説明を聞きながら歩くチャリティウォークを年1回実施。

３）2017年度から市民活動応援サイト（神戸市との協働事業）「つなごう神戸」でボランティアをしたい人と市民活動団体のマッチングサイトの管理運営。

４）2018年から㈱神戸新聞事業社と当基金との実行委員会形式で、啓発イベント「ローリングストックinひょうご」を実施。




